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（概要）

平成６年から同７年にかけて、企業幹部やスーパー従業員等に対する銃器発砲事件が多

発したことから、平成７年８月２５日、次長通達「銃器対策の徹底強化について」が発出

された。

本通達は、上記次長通達により指示された諸施策の実施要領について指示したものであ

る。

主な指示項目の概要は、

○ 警察組織を挙げた銃器取締り体制の確立

○ 水際対策の徹底強化と国内に潜在する銃器の摘発

○ 銃器捜査基盤の充実強化

○ 関係機関との連携の緊密化

○ 官民一体となった銃器根絶運動の積極的推進

等である。


